予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：社会教育費　目：文化財保護費　　　
	事業名: 文化財保護管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　教育委員会　社会教育文化課　伝統文化財係　電話番号：058-272-8759
　　　　　　　　E-mail：c17768@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：7,682千円（前年度予算額：6,682千円）
	要求内容


	１　要求の内容


文化財の調査、文化財所有者等への支援等により、県民の共有財産である文化財の適切な保護・管理を図ります。
（１）岐阜県文化財保護協会補助金
　　　・県指定文化財保護巡視（パトロール）活動（文化財の状況把握）
　　　・会報の発行（情報の提供）
    　・文化財現地研修会の開催（普及啓発）
　　　・地域の文化財巡り（文化財普及体験活動)の開催（普及啓発）
（２）国指定文化財管理費補助金

・所有者が実施する防災設備保守点検に対する助成

（３）県内遺跡試掘確認調査費
　　・国・県等の開発事業者の要請に伴い調査を実施

（４）文化財保護管理巡視事業費
　　　・文化財保護巡視員による国指定文化財の保護・管理のための巡視活動の実施
	２　所要経費


（1） 岐阜県文化財保護協会補助金　1,900千円　　

（2） 国指定文化財管理費補助金　　2,000千円

（3） 県内遺跡試掘確認調査費　　　3,000千円

（4） 文化財保護管理巡視事業費　　　782千円　　　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	6,682
	2,391
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,291

	要求額
	7,682 
	2,891
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,791

	決定額
	7,682 
	2,891
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,791


・文化・
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
我が県の歴史・文化の正しい理解する上で欠くことのできない県民共通の財産である文化財を適切に保存し活用していくために、文化財愛護思想の普及、文化財の防災・防犯対策、文化財の所在確認調査、巡視(パトロール)等の事業を適切かつ着実に推進していく必要がある。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	巡視回数

	（H  ）
	20回
（H21）
	20回
（H22）
	20回
（H23）
	20回
（H25）
	100％



・事業が直面する課題や改善が必要な事項
○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
【岐阜県文化財保護協会補助金】

　　・文化財保護巡視（パトロール）活動（文化財の状況把握）
    ・文化財保護巡視員研修会の実施（研究）
    ・会誌「濃飛の文化財」の発行（調査研究・情報の提供）
　　・会報の発行（情報の提供）
【国指定文化財管理費補助金】
23件の防災設備保守点検等と2件の小修理、1件の名勝等庭園の荒廃防止の事業を実施した。

【県内遺跡試掘確認調査費】
国事業に伴う試掘確認調査については４件、県事業に伴う試掘確認調査は２件を実施した。また、県内各地において文化財保護法94条の勧告に伴う現地確認を実施した。

【文化財保護管理巡視事業費】

国指定文化財の現状について、月２回（1月まで）の巡視を行い（報告は月１回）、文化財保護に役立てた。


（平成24年度の成果）

	【岐阜県文化財保護協会補助金】

　　・文化財保護巡視（パトロール）活動；巡視員６１名（文化財の状況把握）
・文化財保護巡視員研修会の実施；２回実施（研究）
    ・会誌「濃飛の文化財」の発行；第52号の発行（調査研究・情報の提供）
　　・会報の発行；１回発行（情報の提供）
【国指定文化財管理費補助金】
　　　防災設備の保守・点検等が行わることで、文化財を保護し、後世に伝えていくとともに、所有者の負担軽減を図ることになっている。また、長年風雨にさらされ、激しく傷み、外観が損なわれている状態を回復することができた。
【県内遺跡試掘確認調査費】
埋蔵文化財の所在の有無、本発掘調査を実施すべき範囲等を確定でき、また、文化財保護法94条の勧告に伴う現地確認により、埋蔵文化財の保護を図ることができた。

【文化財保護管理巡視事業費】

巡視員からの報告により、文化財の現状の的確な把握をし、市町村教育委員会を通じて修理や保護管理の改善・強化を図ることができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	わが県の宝である貴重な文化財の適切な保存・活用を図るため、文化財愛護思想の普及、文化財の防災・防犯対策、文化財の所在確認調査、巡視(パトロール)等の事業を適切かつ着実に推進していくことはきわめて重要である。　

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	文化財保護管理費の各事業により、文化財の現状把握が適切に行われ、早期の保護措置が可能になっている。また、所有者の文化財保護にともなう経済的負担が軽減されるなどその効果は大きい。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	文化財所有者や市町村、関係団体との緊密な連携のもと、事業の適切かつ効率的な推進のために、共通理解の形成や事業内容の精査を進めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
過疎化や中心市街地の空洞化、少子高齢化の進行により、地域コミュニィの弱体化が進み、県指定文化財の所有者や地域の保護の担い手、伝統芸能の後継者不足が深刻になっている。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

文化財をめぐるこうした危機的状況の中で、県指定文化財の毀損が進み滅失に至るといった事態にならないように、これまでの取り組みを継続するとともにさらなる充実を図る必要がある。


